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   第１章 総則  

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、伊勢原市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する  

 規則（平成２８年伊勢原市規則第１８号。以下「規則」という。）第４条第１ 

項第１号アに規定する第１号訪問事業（以下「訪問型サービス事業」という。） 

の実施に関し必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条 この要綱において使用する用語は、介護保険法（平成９年法律第１２３ 

号。以下「法」という。）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６ 

号。以下「省令」という。）において使用する用語の例による。  

   第２章 国基準訪問型サービス事業  

 （事業の定義）  

第３条 この要綱において「国基準訪問型サービス」とは、指定事業者が旧介護 

予防訪問介護（省令第１４０条の６３の２第１項第１号イに規定する旧介護予 

防訪問介護をいう。以下同じ。）に相当するサービスを居宅要支援被保険者等

に対し提供するものをいい、「国基準訪問型サービス事業」とは、国基準訪問 

型サービスを行う事業をいう。  

 （第１号事業支給費の額）  

第４条 国基準訪問型サービス事業に係る第１号事業支給費の額は、市長が別に 



定める額（当該額が現に国基準訪問型サービスに要した費用の額を超えるとき 

は、当該サービスに要した費用の額）の１００分の９０に相当する額とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、市は、居宅要支援被保険者が受けた介護予防サー 

ビス（これに相当するサービスを含む。）若しくは地域密着型介護予防サービ 

ス（これに相当するサービスを含む。）に要した費用、当該居宅要支援被保険 

者に係る健康保険法（大正１１年法律第７０号）第１１５条第１項に規定する 

一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給 

額に相当する額を控除して得た額）その他の医療保険各法若しくは高齢者の医 

療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）に規定するこれに相当する 

額として法第６１条の２第１項の政令で定める額の合計額及び居宅要支援被保 

険者等が第１号事業に要した費用その他の費用又は事項を勘案して特に必要が 

あると認める場合における前項の規定の適用については、同項中「１００分の 

９０」とあるのは、「１００分の９０から１００分の１００までの範囲内で市 

が定める割合」とすることができる。  

３ 法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保 

険者等に係る第１号事業支給費について前２項の規定を適用する場合にあって 

は、第１項中「１００分の９０」とあるのは「１００分の８０」（法第５９条

の２第２項の規定が適用される場合にあっては「１００分の７０」）と、前項

中「１００分の９０から」とあるのは「１００分の８０から」（法第５９条の 

２第２項の規定が適用される場合にあっては「１００分の７０から」）とする。 

（指定の基準）  

第５条 規則第９条第１項の規定による国基準訪問型サービス事業に係る指定事 

業者の指定の基準は、旧指定介護予防サービス等基準（省令第１４０条の６３

の６第１号イに規定する旧指定介護予防サービス等基準をいう。以下同じ。） 

に規定する旧介護予防訪問介護に係る基準及びその他厚生労働大臣が定める基

準の例による基準とする。この場合において、旧指定介護予防サービス等基準

第３７条第２項中「２年間」とあるのは、「５年間」と読み替えるものとする。 

   第２章の２ 共生型訪問型サービス事業  

 （事業の定義）  

第５条の２ この要綱において「共生型訪問型サービス」とは、指定事業者が旧



介護予防訪問介護に相当し、かつ、指定事業者が法第７２条の２第１項の規定

の適用を受ける居宅サービス（以下「共生型居宅サービス」という。）を行う

事業に相当するサービスを居宅要支援被保険者等に対し提供するものをいい、

「共生型訪問型サービス事業」とは、共生型訪問型サービスを行う事業をいう。 

 （第１号事業支給費の額） 

第５条の３ 共生型訪問型サービス事業に係る支給費の額については、市長が別

に定める額（当該額が共生型訪問型サービスに要した費用の額を超えるときは、

当該サービスに要した費用の額）の１００分の９０に相当する額とする。 

２ 第４条第２項及び第３項の規定は、共生型訪問型サービス事業に係る第１号

事業支給費の額について準用する。この場合において、同条第２項中「前 項」

とあるのは「第５条の３第１項」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「第

５条の３第１項及び第２項において読み替えて準用する前項」と、「第１項」

とあるのは「第５条の３第１項」と、「前項」とあるのは「第５条の３第２項

において読み替えて準用する前項」と読み替えるものとする。 

 （指定の基準）  

第５条の４ 共生型訪問型サービス事業を行う指定居宅介護事業者（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第

１７１号。以下この条において「指定障害福祉サービス等基準」という。）第

５条第１項に規定する指定居宅介護事業者をいう。）及び重度訪問介護（障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号。以下この条において「障害者総合支援法」という。）第５条第３項

に規定する重度訪問介護をいう。第１号において同じ。）に係る指定障害福祉

サービス（障害者総合支援法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス

をいう。第１号において同じ。）の事業を行う者が行う当該事業に関して満た

すべき基準は次のとおりとする。  

(1) 指定居宅介護事業者又は重度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの事業

を行う者が当該事業を行う事業所（以下この号において「指定居宅介護事業

所等」という。）の従業者の員数が、当該指定居宅介護事業所等が提供する

指定居宅介護（指定障害福祉サービス等基準第４条第１項に規定する指定居



宅介護をいう。）又は重度訪問介護（以下この号において「指定居宅介護等」

という。）の利用者の数を指定居宅介護等の利用者及び訪問介護に係る共生

型居宅サービス（以下この号において「共生型訪問介護」という。）と指定

共生型訪問型サービス事業者（この号から第５条の８まで適用を受けて事業

者の指定を受けた者(以下この号において「指定共生型訪問型サービス事業

者」という。）による共生型訪問型サービスの利用者の数の合計数であると

した場合における当該指定居宅介護事業所等として必要とされる数以上であ

ること。  

 (2) 共生型訪問型サービスの利用者に対して適切なサービスを提供するため、

国基準訪問型サービスその他の関係施設から必要な技術的支援を受けている 

こと。 

  (訪問介護員等の員数) 

第５条の５ 指定共生型訪問型サービス事業者は、その事業所ごとに、常勤の訪

問介護員等のうち利用者(共生型訪問型サービスの利用者及び指定居宅介護及

び重度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの利用者をいい、当該共生型訪問

型サービス事業者が指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生労働省令第３７号。（以下「指定

居宅サービス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定を受けた訪問介

護事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、共生型訪問型サービス事業と

指定訪問介護（指定居宅サービス等基準第４条に規定する訪問介護をいう。以

下同じ。）の事業が同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっ

ては、当該事業所における指定共生型訪問型サービス並びに指定居宅介護及び

重度訪問介護に係る指定障害福祉サービス並びに指定訪問介護の利用者。以下

この条において同じ。) の数が４０又はその端数を増すごとに１人以上の者を 

サービス提供責任者としなければならない。この場合において、当該サービス

提供責任者の員数については、利用者の数に応じて当該事業所の従事者の勤務

時間数を当該事業所における常勤の従業者の勤務すべき時間で除することによ

り当該事業所の従業者の員数を常勤の員数に換算することができる。 

２ 前項の利用者の数は、前３月の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける

場合は、推定数による。 



３ 第１項のサービス提供責任者は、介護福祉士等であって、専ら共生型訪問型

サービス、共生型訪問介護又は指定居宅介護若しくは重度訪問介護に係る指定

障害福祉サービスに従事するものをもって充てなければならない。ただし、利

用者に対する共生型訪問型サービスの提供に支障がない場合は、同一敷地内に

ある指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（伊勢原市指定地域密着型

サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年

伊勢原市条例第９号。以下「指定地域密着型サービス基準条例」という。）第

５条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。

以下同じ。）又は指定夜間対応型訪問介護事業所（指定地域密着型サービス基

準条例第４６条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。）の

業務に従事することができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、 

かつ、サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置して 

いる指定共生型訪問型サービス事業所が、当該事業を行う事業所（以下「指定

共生型訪問型サービス事業所」という。）において、サービス提供責任者が行

う業務が効率的に行われている場合にあっては、当該指定共生型訪問型サービ

ス事業所に置くべきサービス提供責任者の員数は、利用者の数が５０又はその

端数を増すごとに１人以上とすることができる。 

５ 指定共生型訪問型サービス事業者が指定訪問介護事業者の指定を併せて受

け、かつ、共生型訪問型サービスの事業と指定訪問介護の事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等基準

第５条第１項から第４項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもっ

て、前各項に規定する人員に関する基準を満たしているものとみなすことがで

きる。 

 （管理者） 

第５条の６ 指定共生型訪問型サービス事業者は、その事業所ごとに専らその職

務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、事業所の管理上

支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

 （運営に関する基準）  



第５条の７ 旧指定介護予防サービス等基準第２章第４節の規定及びその他厚生

労働大臣が定める基準は、共生型訪問型サービス事業の運営に関する基準につ

いて準用する。この場合において、旧指定介護予防サービス等基準第３７条第

２項中「２年間」とあるのは、「５年間」と読み替えるものとする。  

 （介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準）   

第５条の８ 旧指定居宅サービス等基準第２章第５節の規定は、共生型訪問型サ

ービス事業の介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について準用

する。 

  第３章 基準緩和訪問型サービス事業  

 （事業の定義）  

第６条 この要綱において「基準緩和訪問型サービス」とは、指定事業者が旧介 

護予防訪問介護に係る基準を緩和したサービスを居宅要支援被保険者等に対し 

提供するものをいい、「基準緩和訪問型サービス事業」とは、基準緩和訪問型 

サービスを行う事業をいう。  

 （第１号事業支給費の額）  

第７条 基準緩和訪問型サービス事業に係る第１号事業支給費の額は、市長が別 

に定める額（当該額が現に基準緩和訪問型サービスに要した費用の額を超える 

ときは、当該サービスに要した費用の額）の１００分の９０に相当する額とす 

る。  

２ 第４条第２項及び第３項の規定は、基準緩和訪問型サービス事業に係る第１ 

号事業支給費の額について準用する。この場合において、同条第２項中「前項」 

とあるのは「第７条第１項」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「第７条

第１項及び同条第２項において読み替えて準用する前項」と、「第１項」とあ

るのは「第７条第１項」と、「前項」とあるのは「第７条第２項において読み

替えて準用する前項」と読み替えるものとする。  

 （指定の基準）  

第８条 規則第９条第１項の規定による基準緩和訪問型サービス事業に係る指定 

事業者の指定の基準は、次条から第１３条までに定めるところによる。  

 （人員に関する基準）  

第９条 基準緩和訪問型サービス事業を行う者（以下「基準緩和訪問型サービス 



事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「基準緩和訪問型サービス

事業所」という。）ごとに置くべき従事者（指定介護予防訪問介護の提供に当

たる介護福祉士、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）第５条の規定によ

る改正前の法（以下「平成２６年改正前法」という。）第８条の２第２項に規

定する政令で定める者又は市長が別に定める研修を修了した者をいう。以下こ

の章において同じ。）の員数は、１人以上とする。  

２ 基準緩和訪問型サービス事業者は、基準緩和訪問型サービス事業所ごとに、 

従事者であって専ら基準緩和訪問型サービスの職務に従事するもののうち事業 

の規模に応じて１人以上の者をサービス提供責任者としなければならない。  

３ 基準緩和訪問型サービス事業者が指定訪問介護事業者（介護保険法施行規則 

等の一部を改正する省令（平成２７年厚生労働省令第４号）附則第２条第１号 

の規定によりなおその効力を有するものとされた同令第２条の規定による改正 

前の指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１ 

年厚生省令第３７号。以下「旧指定居宅サービス等基準」という。）第５条第 

１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）の指定及び国基準訪 

問型サービス事業の指定事業者の指定を併せて受け、かつ、基準緩和訪問  

 型サービス事業、指定訪問介護（旧指定居宅サービス等基準第４条に規定する

指定訪問介護をいう。以下同じ。）の事業及び国基準訪問型サービス事業が同

一の事業所において一体的に運営されている場合については、旧指定居宅サー

ビス等基準第５条第１項及び第２項に規定する人員に関する基準を満たすこと

をもって、又は第５条の規定により適用される旧指定介護予防サービス等基準

第５条第１項及び第２項に規定する人員に関する基準を満たすことをもって、

それぞれ前２項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。  

第１０条 基準緩和訪問型サービス事業者は、基準緩和訪問型サービス事業所ご 

とに専らその職務に従事する管理者を置かなければならない。ただし、基準緩 

和訪問型サービス事業所の管理上支障がない場合は、当該基準緩和訪問型サー 

ビス事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の 

職務に従事することができるものとする。  

 （設備に関する基準）  



第１１条 基準緩和訪問型サービス事業所には、事業の運営を行うために必要な 

広さを有する専用の区画を設けるほか、基準緩和訪問型サービスの提供に必要 

な設備及び備品等を備えなければならない。  

２ 基準緩和訪問型サービス事業者が指定訪問介護事業者の指定を併せて受け、 

かつ、基準緩和訪問型サービス事業と指定訪問介護の事業とが同一の事業所に 

おいて一体的に運営されている場合については、旧指定居宅サービス等基準第 

７条第１項に規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前項に規定す 

る基準を満たしているものとみなすことができる。  

 （運営に関する基準）  

第１２条 旧指定介護予防サービス等基準第２章第４節の規定及びその他厚生労

働大臣が定める基準は、基準緩和訪問型サービス事業の運営に関する基準につ

いて準用する。この場合において、旧指定介護予防サービス等基準第３７条第

２項中「２年間」とあるのは、「５年間」と読み替えるものとする。  

 （介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準）  

第１３条 旧指定介護予防サービス基準第２章第５節の規定は、基準緩和訪問型 

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について準 

用する。  

   第４章 住民主体訪問型サービス事業  

 （事業の定義）  

第１４条 この要綱において「住民主体訪問型サービス」とは、住民主体訪問型 

サービス提供者（市長が別に定めるところにより登録を行ったものをいう。以

下同じ。）が旧介護予防訪問介護に係る基準を緩和したサービスを居宅要支援

被保険者等に対し提供するものをいい、「住民主体訪問型サービス事業」とは、

住民主体訪問型サービスを行う事業をいう。  

 （事業の実施方法）  

第１５条 住民主体訪問型サービス事業は、市長の登録を受けたもので次条に定 

める基準に適合する事業を行うものに対し、予算の範囲内においてその事業の 

実施に必要な経費の全部又は一部を交付することにより行う。  

 （事業の基準）  

第１６条 住民主体訪問型サービス事業は、省令第１４０条の６２の３第２項に 



定めるもののほか、次条から第２９条までに定める基準に沿って提供されなけ 

ればならない。  

 （人員に関する基準）  

第１７条 住民主体訪問型サービス提供者が置くべき従事者（指定介護予防訪問 

介護の提供に当たる介護福祉士、平成２６年改正前法第８条の２第２項に規定 

する政令で定める者又は市長が別に定める研修を修了した者をいう。以下この 

章において同じ。）の員数は、１人以上とする。  

２ 前項に定めるもののほか、住民主体訪問型サービス提供者は、緊急時の代替 

要員として１人以上の従事者を確保しておかなければならない。  

 （サービス提供者の体制）  

第１８条 住民主体訪問型サービス提供者は、市及び地域包括支援センター等か 

らの連絡に常時対応できる体制を有していなければならない。  

 （内容及び手続の説明及び同意）  

第１９条 住民主体訪問型サービス提供者は、住民主体訪問型サービスの提供の 

開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、次に掲げる事項を 

記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意 

を得なければならない。  

 (1) 住民主体訪問型サービスの内容及び費用負担  

 (2) 緊急時等における対応方法  

 （サービスの提供の記録）  

第２０条 住民主体訪問型サービス提供者は、住民主体訪問型サービスを提供し 

た際は、当該サービスの提供日及び内容その他必要な事項を、利用者の介護予 

防計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。  

２ 住民主体訪問型サービス提供者は、住民主体訪問型サービスを提供した際は、

提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申出が

あった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対

して提供しなければならない。  

 （同居家族に対するサービス提供の禁止）  

第２１条 住民主体訪問型サービス提供者は、従事者に、その同居の家族である 

利用者に対する住民主体訪問型サービスの提供をさせてはならない。  



 （緊急時等の対応）  

第２２条 従事者は、現に住民主体訪問型サービスの提供を行っているときに利 

用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への 

連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。  

 （秘密保持等）  

第２３条 住民主体訪問型サービス提供者は、正当な理由がなく、その業務上知 

り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。  

 （記録の整備）  

第２４条  住民主体訪問型サービス提供者は、利用者に対する住民主体訪問型サー 

 ビスの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存し 

  なければならない。  

 (1) 第２０条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録  

 (2) 省令第１４０条の６２の３第２項第３号ロに規定する記録  

   第５章 短期集中訪問型サービス事業  

第２５条 この要綱において「短期集中訪問型サービス事業」とは、法第１１５ 

条の４７第４項の規定により訪問型サービス事業の実施の委託を受けた者が、 

閉じこもり傾向、軽度認知障害又は抑うつ傾向が認められる居宅要支援被保険 

者等に対し、その状態の改善等を図ることを目的として、訪問による介護予防 

サービスを提供する事業をいう。  

２ 短期集中訪問型サービス事業の実施に当たっては、別に定めるところにより 

実施する介護予防に係るプログラムと緊密に連携し、一体的に実施されなけれ 

ばならない。  

   第６章 雑則  

 （委任）  

第２６条 この要綱に定めるもののほか、訪問型サービス事業の実施に関し必要 

な事項は、市長が別に定める。  

   附 則  

 この告示は、平成２８年４月１日から施行する。  

   附 則（平成３０年７月３０日告示第９９号）  

 この告示は、平成３０年８月１日から施行する。  



   附 則（平成３０年１２月１９日告示第１４２号）  

 この告示は、平成３０年１２月２０日から施行する。  

   附 則（令和３年３月３１日告示第５９号）  

 この告示は、令和３年４月１日から施行する。  

 


